
　　第３項　特別損失　　　　　　　　　　　　　　　９，８２２千円

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、委託費３,２２３千円の財源にあてるため、企業債

　　　　　　　　　　　　　　収　　入

　　第４項　予備費　　　　　　　　　　　　　　　　４，３００千円

　第１款　下水道事業収益　　　　　　　　　１，４３５，２５８千円

　　第１項　営業収益　　　　　　　　　　　　　３６６，５４５千円

　　第２項　営業外収益　　　　　　　　　　１，０６８，７１３千円

　　　　　　　　　　　　　　支　　出　　　　　　　　　　　　　

　第１款　下水道事業費用　　　　　　　　　１，４３３，２１３千円

　　第２項　営業外費用　　　　　　　　　　　　　９８，４８８千円

　３，２００千円を借り入れる。

議案第５３号

　(４)  主要な建設改良事業　　　　　下水道統合検討事業、船津管渠整備事業、処理場設備・マンホールポンプ更新事業

　(１)  接続戸数　　　　　　　　　　　　　　　　７，０５８戸

　　第１項　営業費用　　　　　　　　　　　１，３２０，６０３千円

　(２)  年間総排水量　　　　　　　　　　１，９２９，４５５㎥

令和６年度飛騨市下水道事業会計予算

第１条　令和６年度飛騨市の下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

　（総則）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　(３)  一日平均排水量　　　　　　　　　　　　　５，２８６㎥
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　　　　　　　　　　　　　　収　　入

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　　第１項　建設改良費　　　　　　　　　　　　８４，４００千円

　　　　　　　　　　　　　　支　　出　　　　　　　　　　　　　

　第１款　資本的支出　　　　　　　　　　　　７４９，７４１千円

　第１款　資本的収入　　　　　　　　　　　　３５２，６８７千円

　　第３項　負担金　　　　　　　　　　　　　　２２，５０６千円

　　第10項　基金取崩収入　　　　　　　　　　　３９，０９４千円

　（企業債）

　　第１項　企業債　　　　　　　　　　　　　　２２，８００千円

　　第２項　出資金　　　　　　　　　　　　　２６８，２８７千円

　は、それぞれ５８，４４６千円及び９５，１３８千円である。

　　第２項　企業債償還金　　　　　　　　　　６６５，３４１千円

　（特例的収入及び支出）

　とする。）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額３９７，０５４千

　円は、消費税及び地方消費税資本的収支調整額５，６２７千円、当年度分損益勘定留保資金３９１，４２７千円で補填するもの

第４条の２　地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により、当年度に属する債権及び債務として整理する未収金及び未払金

償還の方法

証書借入
又は

証券発行

起債の方法 利率

　　　４．０％以内
（ただし、利率見直し方式で
借り入れる政府資金及び地方
公共団体金融機構資金につい
て、利率見直しを行った後に
おいては当該見直し後の利
率）

２６，０００千円

限度額起債の目的

　政府資金についてはその融資条件により、銀行その
他の場合にはその債権者と協定によるものとする。た
だし、企業財政その他の都合により据置期間及び償還
期限を短縮し、若しくは繰上償還又は低利債に借換す
ることができる。

神岡地区公共下水道事業
公営企業会計支援事業
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飛騨市長 　都　竹　 淳　也　　　　　　　　

　用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　　　　令和６年３月８日提出

　（議会の議決を経なければ流用できない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流

第９条　他会計からこの会計へ負担金を受ける金額は、７３３，２３１千円である。

　（１）職員給与費　　　　　　４６，５０２千円

　（他会計からの負担金）

　（一時借入金）

　（１）消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の間の流用

第６条　一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
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　収　入 （単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備　　　　考

 １ 下水道事業収益 1,435,258

  １ 営業収益 366,545

  １ 下水道使用料 366,188

 ３ その他営業収益 357

  ２ 営業外収益 1,068,713

 １ 受取利息 163

 ４ 一般会計負担金 710,725

 ７ 長期前受金戻入 342,981

 ８ 受益者負担金 1,331

 ９ 受益者分担金 13,076

 10 加入金 300

  90 雑収益 137

　支　出 （単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備　　　　考

 １ 下水道事業費用 1,433,213

  １ 営業費用 1,320,603

  １ 管渠費 20,956

 ２ ポンプ場費 88,599

  ３ 処理場費 391,283

  ５ 総係費 81,775

  ６ 減価償却費 737,990

  ２ 営業外費用 98,488

   １ 支払利息 97,457

   ２ 支払消費税及び地方消費税 1,000

 ３ 雑支出 31

  ３ 特別損失 9,822

   ３ 過年度損益修正損 210

 90 その他特別損失 9,612

  ４ 予備費 4,300

   １ 予備費 4,300

令和６年度 飛騨市下水道事業会計 予算実施計画

収益的収入及び支出
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　収　入 （単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備　　　　考

 １ 資本的収入  352,687

  １ 企業債 22,800

 １ 建設改良企業債 22,800

  ２ 出資金 268,287

   １ 出資金 268,287

  ３ 負担金 22,506

   １ 一般会計負担金 22,506

  10 基金取崩収入 39,094

 １ 基金取崩収入 39,094

　支　出 （単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備　　　　考

 １ 資本的支出  749,741

  １ 建設改良費 84,400

 １ 管渠事業費 39,471

   ２ ポンプ場事業費 14,310

 ３ 処理場事業費 30,619

  ２ 企業債償還金 665,341

   １ 企業債償還金 665,341

資本的収入及び支出
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 当年度純利益（△は損失） 17,276,000

 減価償却費 737,990,000

 減損損失 0

 災害による損失 0

 賞与等引当金の増減額（△は減少） 3,839,000

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 72,000

 受取利息及び受取配当金 △ 163,000

 長期前受金戻入 △ 342,981,000

 支払利息 97,457,000

 有形固定資産売却損益（△は益） 0

 未収金の増減額（△は増加） 27,960,836

 未払金の増減額（△は減少） 26,435,408

 たな卸資産の増減額（△は増加） 0

 前払金の増減額（△は増加） 0

 引当金の増減額（△は減少） 0

 前受金の増減額（△は減少） 0

 預り金の増減額（△は減少） 0

 繰延勘定償却 0

 固定資産除却費 0

 その他流動資産の増減額（△は増加） 0

 その他流動負債の増減額（△は減少） 5,000,000

　　　　　　小     計 572,886,244

 利息及び配当金の受取額 163,000

 利息の支払額 △ 97,457,000

　業務活動によるキャッシュ・フロー 計 475,592,244

（単位：円）

令和６年度 飛騨市下水道事業 当初予算キャッシュ・フロー計算書（間接法）

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日）

 Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
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 有形固定資産の取得による支出 △ 76,732,000

 有形固定資産の売却による収入 0

 無形固定資産の取得による支出 0

 無形固定資産の売却による収入 0

 国庫県補助金による収入 0

 一般会計からの繰入金による収入 22,506,000

 基金取崩による収入 39,094,000

　投資活動によるキャッシュ・フロー 計 △ 15,132,000

 建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 22,800,000

 建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 657,435,000

 その他の企業債による収入 28,200,000

 その他の企業債の償還による支出 △ 7,906,000

 他会計からの出資による収入 268,287,000

　財務活動によるキャッシュ・フロー 計 △ 346,054,000

114,406,244

10,000,000

124,406,244 Ⅵ 資金期末残高

 Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 Ⅳ 資金増加額（又は減少額）

 Ⅴ 資金期首残高
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１．一　般　職
　　（１）　総　　　括

区　　分 職員数 報　　酬 給　　料 職員手当 計 共　済　費 合　　　計 備　　　考

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 7 1,684 22,064 15,438 39,186 7,316 46,502

前 年 度

比 較 7 1,684 22,064 15,438 39,186 7,316 46,502

扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 地域手当 児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 636 548 808 525

前 年 度

比 較 636 548 808 525

宿日直手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 単身赴任手当 退職手当組合負担金

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 623 5,029 4,389 355 2,525

前 年 度

比 較 623 5,029 4,389 355 2,525

給　与　費　明　細　書

給　　　　　　　与　　　　　　　費

職員手当
の 内 訳

区　　分

区　　分
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　　　ア　会計年度任用職員以外の職員

区　　分 職員数 報　　酬 給　　料 職員手当 計 共　済　費 合　　　計 備　　　考

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度
(1)
5

22,064 14,805 36,869 6,722 43,591

前 年 度

比 較
(1)
5

22,064 14,805 36,869 6,722 43,591

(  )内は、外書きで再任用職員を表す

扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 地域手当 児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 636 548 808 525

前 年 度

比 較 636 548 808 525

宿日直手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 単身赴任手当 退職手当組合負担金

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 623 4,684 4,101 355 2,525

前 年 度

比 較 623 4,684 4,101 355 2,525

給　　　　　　　与　　　　　　　費

職員手当
の 内 訳

区　　分

区　　分
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　　　イ　会計年度任用職員

区　　分 職員数 報　　酬 給　　料 職員手当 計 共　済　費 合　　　計 備　　　考

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度
(1)
0

1,684 633 2,317 594 2,911

前 年 度

比 較
(1)
0

1,684 633 2,317 594 2,911

(  )内は、外書きでパートタイム会計年度任用職員を表す

扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 地域手当 児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度

前 年 度

比 較

宿日直手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 単身赴任手当 退職手当組合負担金

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 345 288

前 年 度

比 較 345 288

給　　　　　　　与　　　　　　　費

職員手当
の 内 訳

区　　分

区　　分
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　　（２）　会計年度任用職員以外の職員に係る給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 額

(千円) (千円)

給　　　料 22,064 公営企業会計移行により 22,064 (６人) 22,064 平均昇給率

昇 給 月

職 員 数

職員手当 14,805 公営企業会計移行により 14,805 14,805

6

区　　　分
増　 減 　事 　由 　別 　内 　訳

説 明 備 考

0.00%

1月
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　　（３）　会計年度任用職員以外の職員に係る給料及び職員手当の状況

      ア　職員１人当たり給与 （単位：円）

      イ　初 任 給

区 分 行　政　職 福 祉 職
医　　　療　　　職

技能労務職
医療技術 保 健 師

令和６年４月１日現在

平 均 給 料 月 額 (円) 315,100

平 均 年 齢 (歳) 48.0

平 均 給 与 月 額 (円) 351,405

平 均 年 齢 (歳)

平 均 給 与 月 額 (円)

区 分 行　政　職 福  祉  職
医　　　療　　　職

医療技術 保 健 師

令和５年４月１日現在

平 均 給 料 月 額 (円)

技能労務職

国 の 制 度

行政職(一) 福  祉  職
医　　　療　　　職

行政職(二)
医療(二) 医療(三)

166,600高 校 卒 166,600

179,100

196,200大 学 卒 196,200

短 大 卒 179,100
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      ウ　級 別 職 員 数

職員数(人) 構成比（％） 職員数(人) 構成比（％） 職員数(人) 構成比（％） 職員数(人) 構成比（％） 職員数(人) 構成比（％）

７　　級

６　　級 1 16.7

５　　級

４　　級
（１）

1
33.3

３　　級 2 33.3

２　　級

１　　級 1 16.7

計
（１）

5
100.0

７　　級

６　　級

５　　級

４　　級

３　　級

２　　級

１　　級

計

（ ）内は、外書きで再任用職員を表す

　　　（級別の基準となる職務内容）

７ 級 ６ 級 ５ 級 ４ 級 ３ 級 ２ 級 １ 級

部長･所長 部長･所長･参事 課　長 課長補佐 係長・主査 主　　任 主　　事

区　　分

行　政　職

令和５年４月１日現在

医療職（医療技師）

令和６年４月１日現在

技能労務職
区　　　　　　　分 級

行　　　政　　　職 福　　祉　　職 医療職（保健師）
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      エ　昇 給

行 政 職 福 祉 職 技 能 労 務 職

職 員 数 (A) (人) 6 6

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B) (人) 4 4

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) 4 4

６号給 (人)

８号給 (人)

比 率 (B)/(A) (％) 66.7 66.7

職 員 数 (A) (人)

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B) (人)

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人)

６号給 (人)

８号給 (人)

比 率 (B)/(A) (％)

代 表 的 な 職 種

本

年

度

号 給 数 別 内 訳

前

年

度

号 給 数 別 内 訳

区 分 合 計
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　オ　期末手当 ・ 勤勉手当

（ ）内は、再任用職員を表す

　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

33.270750 47.709000 47.709000
国 の 制 度

あ

（支 給率 等）
定年前早期退職特例措置24.586875

退 職 時
特別昇給

備 考

支 給 率 等 定年前早期退職特例措置24.586875 33.270750 47.709000 47.709000

区 分
20年勤続の者

あ

　　　(月分)

25年勤続の者
あ

　　　(月分)

35年勤続の者
あ

　　　(月分)

最 高 限 度
あ

　　 (月分)
その他の加算措置等

国 の 制 度
（１，１７５）
２．２５０

（１，１７５）
２．２５０

（２．３５）
４．５０

有

前 年 度
（１，１５０）
２．２００

（１，１５０）
２．２００

（２．３０）
４．４０

有

本 年 度
（１，１７５）
２．２５０

（１，１７５）
２．２５０

（２．３５）
４．５０

有

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計

あ

　　　(月分)

職制上の段階、職務の
級 等 に よ る 加 算 措 置

備 考
６月(月分) 12月(月分)
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　キ　特殊勤務手当

行 政 職 福 祉 職 技 能 労 務 職

給料総額に対する比率 （％）

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （％）

　ク　その他の手当

差　　　異　　　の　　　内　　　容区 分 国 の 制 度 と の 異 同

無

区 分 全 職 種

代表的な特殊勤務手当の名称

代 表 的 な 職 種

（ 令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日 現 在 ）

同　　　　　　じ

同　　　　　　じ

住 居 手 当

通 勤 手 当

同　　　　　　じ

扶 養 手 当
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１ 固定資産

（１）有形固定資産

 （イ）土地 324,340,259

 （ロ）建物 894,963,024

　　　　減価償却累計額 △ 32,397,303 862,565,721

 （ハ）構築物 16,243,654,436

　　　　減価償却累計額 △ 558,864,546 15,684,789,890

 （ニ）機械及び装置 1,023,858,815

　　　　減価償却累計額 △ 141,046,151 882,812,664

 （ホ）車両及び運搬具 1,201,530

　　　　減価償却累計額 0 1,201,530

 （へ）工具器具及び備品 195,928

　　　　減価償却累計額 0 195,928

 （チ）建設仮勘定 8,610,000

　有形固定資産合計 17,764,515,992

（２）無形固定資産

 （イ）その他無形固定資産 22,863,636

22,863,636

（３）投資その他の資産

 （イ）下水道事業整備基金 290,905,039

290,905,039

 固定資産合計 18,078,284,667

２ 流動資産

（１）現金預金 124,406,244

（２）未収金 30,485,537

 　　　貸倒引当金 △ 72,000 30,413,537

（３）貯蔵品 0

（４）有価証券 0

 流動資産合計 154,819,781

資産合計 18,233,104,448

令和６年度 飛騨市下水道事業 予定貸借対照表

（令和７年３月３１日）

（単位：円）

【 資産の部 】
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３ 固定負債

（１）企業債

　(イ) 建設改良等企業債 4,461,797,008

　(ロ) その他の企業債 28,200,000

　企業債合計 4,489,997,008

（２）引当金

　(イ) その他引当金 0

　引当金合計 0

 固定負債合計 4,489,997,008

４ 流動負債

（１）企業債

　(イ) 建設改良等企業債 616,654,073

　企業債合計 616,654,073

（２）未払金 121,572,985

（３）前受金 0

（４）預り金 5,000,000

（５）引当金

　(イ) 賞与引当金 3,139,000

　(ロ) 法定福利費引当金 700,000

　引当金合計 3,839,000

（５）その他流動負債

　(イ) 預り有価証券 0

　その他流動負債合計 0

 流動負債合計 747,066,058

５ 繰延収益

（１）長期前受金 8,618,481,718

（２）収益化累計額 △ 342,981,000

 繰延収益合計 8,275,500,718

負債合計 13,512,563,784

【 負債の部 】
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６ 資本金 4,378,924,405

７ 剰余金

（１）資本剰余金

 （イ）国庫補助金 0

 （ロ）県補助金 0

  (ハ）受益者負担金 0

 （ニ）受益者分担金 0

 （ホ）その他資本剰余金 324,340,259

　資本剰余金合計 324,340,259

（２）利益剰余金

 （イ）減債積立金 0

 （ロ）建設改良積立金 0

  (ハ）未処分利益剰余金

　　 ① 前年度繰越利益剰余金 0

　　 ② その他未処分利益剰余金変動額 0

　　 ③ 当年度純利益　 17,276,000

　 当年度未処分利益剰余金合計 17,276,000

　利益剰余金合計 17,276,000

 剰余金合計 341,616,259

資本合計 4,720,540,664

負債資本合計 18,233,104,448

【 資本の部 】
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　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当該事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額（１２月から３月までの４

　　　　　　構築物

　　　　　　機械及び装置

　　　　　　車両及び運搬具

注 記

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項

　　　　定額法による。

　１．固定資産の減価償却の方法

　　　　　主な耐用年数

 (１) 退職給付引当金

 (２) 貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、過去の実績等による回収不能見込額を計上している。

１５年～５０年　　　　　　建物

 (１) 有形固定資産

１５年～５０年

９年～２０年

４年～  ７年

 (３) 賞与引当金

　　　　　　ソフトウエア等

　２．引当金の計上方法

　　　　職員の退職手当は、下水道事業が毎期支出する退職手当組合に対する普通負担金及び追加負担のうちの事前納付金を除き、一般会計がその全部を負担する

　　　こととなっているため、退職給付引当金は計上していない。

５年

　　　　　　工具器具及び備品 ５年～  ６年

　　　　定額法による。

 (２) 無形固定資産

　　　　　主な耐用年数

 (４) 法定福利費引当金

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当該事業年度末における支出見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額（１２月

　　　から３月までの４ヶ月分）を計上している。

　　　ヶ月分）を計上している。

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　３．消費税の会計処理
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当年度（自：令和６年４月１日　至：令和７年３月３１日）

792,690

△ 532,469

13,651

11,833,763

8,799,540

58,660　有形固定資産増加額

　営業収益

　営業費用

　営業損益

　経常損益

　セグメント資産

　セグメント負債

公 共 下 水 道
事 業

260,221

653

4,755 9,520 3,069 728

50,8381,404,433 2,738,023 486,972 32,758

0

単位：千円

特 定 環 境 保 全
公共下水道事業

農 業 集 落
排 水 事 業

簡 易 排 水
事 業

小 規 模 集 合
排水処理事業

個 別 排 水
処 理 事 業 合　　計

1,272,678126,525 283,816 41,614

47,034 1,383 390 5,074 333,258

6,372 21,661

19,156

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

　１．企業債の償還に係る他会計の負担等

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、飛騨市一般会計が負担すると見込

　　まれる額は８５３，７６７千円である。

Ⅲ．セグメント情報

　２．各報告セグメントごとの営業収益等

　個別排水処理事業

事業の内容セグメント区分

　１．各報告セグメントの概要

  市街地から排出される下水を排除し処理する事業

　市街地周辺地区から排出される下水を排除し処理する事業

　農村地区から排出される汚水を処理する事業

　中山間地域における汚水を処理する事業

  小規模な集合排水処理施設により汚水を処理する事業

  個別に設置した浄化槽等により汚水を処理する事業

　小規模集合排水処理事業

　簡易排水事業

　公共下水道事業

　特定環境保全公共下水道事業

　農業集落排水事業

　　　下水道会計は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、簡易排水事業、小規模集合排水処理事業、及び個別排水処理事業

　　を運営しており、それぞれ運営方針等を決定していることから、当該６事業を報告書セグメントとしている。

　　　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

△ 107,369 △ 236,782 △ 40,231 △ 5,982 △ 16,587

868 31,377

△ 939,420

13,512,564

18,233,104

76,732

1,895,673 3,665,152 730,827 44,613 63,076

5,748 9,361 1,096
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１ 固定資産

（１）有形固定資産

 （イ）土地 324,340,259

 （ロ）建物 894,963,024

　　　　減価償却累計額 0 894,963,024

 （ハ）構築物 16,216,381,436

　　　　減価償却累計額 0 16,216,381,436

 （ニ）機械及び装置 983,009,815

　　　　減価償却累計額 0 983,009,815

 （ホ）車両及び運搬具 1,201,530

　　　　減価償却累計額 0 1,201,530

 （へ）工具器具及び備品 195,928

　　　　減価償却累計額 0 195,928

 （チ）建設仮勘定 0

　有形固定資産合計 18,420,091,992

（２）無形固定資産

 （イ）その他無形固定資産 28,545,636

28,545,636

（３）投資その他の資産

 （イ）下水道事業整備基金 329,999,039

329,999,039

 固定資産合計 18,778,636,667

２ 流動資産

（１）現金預金 10,000,000

（２）未収金 58,446,373

 　　　貸倒引当金 0 58,446,373

（３）貯蔵品 0

（４）有価証券 0

 流動資産合計 68,446,373

資産合計 18,847,083,040

令和６年度 飛騨市下水道事業 予定開始貸借対照表

（令和６年４月１日）

（単位：円）

【 資産の部 】
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３ 固定負債

（１）企業債

　(イ) 建設改良等企業債 5,055,655,008
　企業債合計 5,055,655,008

（２）引当金

　(イ) その他引当金 0
　引当金合計 0

 固定負債合計 5,055,655,008

４ 流動負債

（１）企業債

　(イ) 建設改良等企業債 665,337,073
　企業債合計 665,337,073

（２）未払金 95,137,577

（３）前受金 0

（４）引当金

　(イ) 賞与引当金 0

　(ロ) 法定福利費引当金 0

　引当金合計 0

（５）その他流動負債

　(イ) 預り有価証券 0

　その他流動負債合計 0

 流動負債合計 760,474,650

５ 繰延収益

（１）長期前受金 8,595,975,718

（２）収益化累計額 0

 繰延収益合計 8,595,975,718

負債合計 14,412,105,376

【 負債の部 】
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６ 資本金 4,110,637,405

７ 剰余金

（１）資本剰余金

 （イ）国庫補助金 0

 （ロ）県補助金 0

  (ハ）受益者負担金 0

 （ニ）受益者分担金 0

 （ホ）その他資本剰余金 324,340,259

　資本剰余金合計 324,340,259

（２）利益剰余金

 （イ）減債積立金 0

 （ロ）建設改良積立金 0

  (ハ）未処分利益剰余金

　　 ① 前年度繰越利益剰余金 0

　　 ② その他未処分利益剰余金変動額 0

　　 ③ 当年度純利益　 0

　 当年度未処分利益剰余金合計 0

　利益剰余金合計 0

 剰余金合計 324,340,259

資本合計 4,434,977,664

負債資本合計 18,847,083,040

【 資本の部 】
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　収　入 （単位：千円）

本年度 前年度

予定額 予定額 区　　　分 金 額

 １ 下水道事   1,435,258 0 1,435,258  

　　業収益  １ 営業収益  366,545 0 366,545  

   １ 下水道使用料 366,188 0 366,188  

      １ 下水道使用料 366,188

 ３ その他営業収益 357 0 357

 １ 手数料 357  排水設備工事指定店手数料

  ２ 営業外収益  1,068,713 0 1,068,713  

  　  １ 受取利息 163 0 163  

  　    １ 預金利息等 163  基金利息

  　  ４ 一般会計負担金 710,725 0 710,725  

 １ 一般会計負担金 710,725  下水道事業負担金、石神用水清流発電所収益

 ７ 長期前受金戻入 342,981 0 342,981

 １ 国庫補助金 106,957  国庫補助金収益化

 ２ 県補助金 78,937  県補助金収益化

 ３ 受益者負担金及び分担金 27,582  受益者負担金及び分担金収益化

 ４ 受贈財産評価額 4,856  受贈財産評価額収益化

 90 その他長期前受金 124,649  他会計負担金収益化

 ８ 受益者負担金 1,331 0 1,331

 １ 受益者負担金 1,331  古川町負担金

 ９ 受益者分担金 13,076 0 13,076  

 １ 受益者分担金 13,076  神岡町分担金

 10 加入金 300 0 300  

    １ 加入金 300

 90 雑収益 137 0 137  

    90 その他雑収益 137  督促手数料、検針機器貸出料

令和６年度 飛騨市下水道事業会計 予算説明書

（ 収益的収入及び支出 ）

款 項 目 比 較
節

説　　　明
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　支　出 （単位：千円）

本年度 前年度

予定額 予定額 区　　　分 金 額

 １ 下水道事   1,433,213 0 1,433,213  

　　業費用  １ 営業費用  1,320,603 0 1,320,603  

   １ 管渠費 20,956 0 20,956  

      10 備消品費 402  消耗品費

       16 委託料 9,017  管渠設備点検、調査委託料他

       18 賃借料 5  土地借上料

 19 修繕費 9,082  管渠施設修繕費

       23 路面復旧費 2,450

   ２ ポンプ場費 88,599 0 88,599  

      11 燃料費 100  自家発電機用燃料費（軽油）

       14 通信運搬費 2,418  マンホールポンプ施設通信回線使用料

       16 委託料 62,597  マンホールポンプ維持管理・点検業務委託料

       19 修繕費 14,099  マンホールポンプ修繕料

       22 動力費 9,385  マンホールポンプ電気料

   ３ 処理場費 391,283 0 391,283  

      10 備消品費 2,078  消耗品費

       11 燃料費 962  処理場燃料費他

       12 光熱水費 876  処理場光熱水費

       14 通信運搬費 843  処理場通信運搬費

 16 委託料 245,521  処理場維持管理・点検業務委託料他

 17 手数料 1,033  処理場法定検査（浄化槽）

       19 修繕費 53,874  処理場修繕料

 22 動力費 75,348  処理場動力費

 24 薬品費 10,438  処理場薬品費

 34 保険料 310  処理場建物共済保険

   ５ 総係費 81,775 0 81,775  

       １ 給料 22,064  一般職 ６人

       ２ 職員手当等 12,299  　〃　　〃

 ３ 賞与等引当金繰入額 3,839  ７年度６月支給の12月～３月分 賞与、法定福利費

 ４ 法定福利費 6,616  一般職 ６人

 ６ 旅費 136  会議等旅費

 ７ 報償費 749  納期前納報奨金

款 項 目 比 較
節

説　　　明
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（単位：千円）

本年度 前年度

予定額 予定額 区　　　分 金 額

 ８ 報酬 1,684  会計年度任用職員報酬

 10 備消品費 2,993  徴収関係事務用品他

 11 燃料費 174  公用車燃料代

 13 印刷製本費 171  徴収事務用紙印刷代他

 14 通信運搬費 143  郵便料他

 16 委託料 15,305  検針業務、料金システム保守他

 17 手数料 1,571  収納業務取扱手数料

 18 賃借料 3,472  複写機、下水道会計システム他賃借料

 19 修繕費 2,682  検定量水器取替他

 25 材料費 196  新設量水器購入

      27 研修費 100  研修参加費

  33 負担金 7,021  下水道協会、検針業務等負担金

 34 保険料 49  公用車共済・自賠責保険

 35 公課費 9  公用車重量税他

 36 貸倒引当金繰入額 102  ７年度見込額

   39 補助金 400  下水道接続改造資金特別助成金

   ６ 減価償却費 737,990 0 737,990  

   １ 有形固定資産減価償却費 732,308

   ２ 無形固定資産減価償却費 5,682

  ２ 営業外費用  98,488 0 98,488  

  　  １ 支払利息 97,457 0 97,457  

      １ 企業債利息 97,457

   ２ 支払消費税及び 1,000 0 1,000  

      地方消費税    １ 支払消費税及び地方消費税 1,000

   ３ 雑支出 31 0 31  

     90 その他雑支出 31  過年度国庫支出金精算金

  ３ 特別損失  9,822 0 9,822  

   ３ 過年度損益修正損 210 0 210  

 １ 過年度損益修正損 210  過年度料金減免申請他

 90 その他特別損失 9,612 0 9,612

       １ その他特別損失 9,612  法適用移行に伴う賞与・法定福利費引当金他

  ４ 予備費  4,300 0 4,300

 １ 予備費 4,300 0 4,300

 １ 予備費 4,300

説　　　明款 項 目 比 較
節
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　収　入 （単位：千円）

本年度 前年度

予定額 予定額 区　　　分 金 額

 １ 資本的   352,687 0 352,687

　　収入  １ 企業債  22,800 0 22,800

   １ 建設改良企業債 22,800 0 22,800

  １ 建設改良企業債 22,800

 ２ 出資金  268,287 0 268,287

   １ 出資金 268,287 0 268,287

  １ 一般会計出資金 268,287

 ３ 負担金  22,506 0 22,506

 １ 一般会計負担金 22,506 0 22,506

 １ 一般会計負担金 22,506

 10 基金取崩収入  39,094 0 39,094

 １ 基金取崩収入 39,094 0 39,094

 １ 基金取崩収入 39,094  事業基金、減債基金取崩収入

　支　出 （単位：千円）

本年度 前年度

予定額 予定額 区　　　分 金 額

 １ 資本的   749,741 0 749,741

　　支出  １ 建設改良費  84,400 0 84,400

 １ 管渠事業費 39,471 0 39,471

 16 委託料 9,471  下水道統合検討基本設計業務

 32 工事請負費 30,000  管渠整備事業

  ２ ポンプ場事業費 14,310 0 14,310

 32 工事請負費 14,310  マンホールポンプ設備更新事業

   ３ 処理場事業費 30,619 0 30,619

 32 工事請負費 30,619  処理場設備更新事業

  ２ 企業債償還金 665,341 0 665,341

  １ 企業債償還金 665,341 0 665,341

   １ 建設改良企業債償還金 657,435

   ２ その他企業債償還金 7,906

（ 資本的収入及び支出 ）

項 目

説　　　明款 項 目 比 較
節

説　　　明比 較
節

款
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